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□自民党新総裁に安倍元首相、政局「秋の陣」の始まり
　自民党総裁選挙が終わり、党員票の約55%という過半数を超す得票を得た石破候補は、決選投票で国会議員だけの投票では第2位につけていた安倍候補に敗れ、安倍晋三元総理が自民党総裁に返り咲いた。ちょうど5年前、体調不良を理由に総理の座を投げ出した安倍氏が再び返り咲くことができた背景には、尖閣問題の国有化による中国の猛烈な反発があり、このままいけば尖閣での軍事衝突にまで行きかねない、という日本の置かれた状況の下で、一番強硬な姿勢を示してきた安倍候補に対する暗黙の期待ともいえる雰囲気が醸成されたのだろう。今後の政権奪還に向けて、どのような姿勢で政局に臨んでいくのか、手腕が問われよう。
まずは、党員票で過半数を獲得した石破元政調会長を幹事長職に起用し、政策調査会長には甘利元通産大臣、国対委員長には浜田靖一元防衛庁長官、総務会長には細田元官房長官を据えて解散・総選挙に向けた布陣をしいてきた。どのような姿勢で野田内閣を解散に追い込んでいくのか、安倍総裁は「近いうちに信を問う」とは「10月解散・11月総選挙」と考えている、と発言したようであるが、公債特例法や最高裁から違憲状態といわれている一票の格差是正をするための公職選挙法の改正問題など、どのように対処されようとしているのか、三党合意のもう一つの当事者である公明党との関係も重視せざるを得ない中で、今週中に行われる野田内閣の改造人事の確定以降なされるだろう「党首会談」の行方に焦点が当たる。いよいよ「秋の陣」の始まりである。
□最悪の日中関係、国交回復40周年記念が台無しに
　今年9月29日は、日中国交回復40周年の記念すべき日に当たっていた。様々な歓迎行事の多くがキャンセルされ、最悪の日中関係になってしまった。言うまでもない、尖閣問題である。この問題に対する日本政府の公式の態度は「尖閣諸島が日本固有の領土であることは自明で、しかも日本が実効支配しているので領土問題は存在しない」と言うものである。それ故、それらの島々を地権者から購入して国有化しても何の問題もない、と考えたのであろう。石原都知事主導で東京都が購入し、様々な施策を展開すれば、かえって中国側を刺激するので、それをさせないための国有化なのだという狙いもあったのだ。ところが、中国側は国有化という方針に対して反発し、尖閣諸島(中国では釣魚島)は中国の領有すべきものとして様々な動きを進めてきたことは周知の事実であろう。この間、中国国内では日本大使館などに対するデモや投石などを繰り広げ、日本企業や商店などに対する放火や略奪などを繰り広げてきたのである。この問題は単なる政治レベルの問題だけでなく、経済にも大きな悪影響が出始め、最近の株式市場では日本だけが停滞するという事態にまで至っている。
□尖閣領有権問題は「棚上げ」に、日本に有利な現状維持へ
　それでは、今をさかのぼる40年前、日中国交正常化交渉の中では尖閣問題は、どのように取り扱われたのであろうか。この問題を提起したのは日本側で、田中首相が問題にしたとされている。それに対して周恩来首相は「それは後世に委ねよう」と提案し田中首相も「わかった」と応じたとされている。その時の模様を北京の交渉の場におられた高向巌北洋銀行相談役は、9月28日付の北海道新聞のインタビューの中で次のように語っておられる。
　　「まさに互いに譲れない問題だからこそ、周首相はあえて『棚上げ』したのでしょう。周首相は初日の夕食会のスピーチで、『小異を残して大同を求める』と述べていました。正常化交渉の全体に、その精神が貫かれていたと思います」　
ちなみに、高向相談役は、日銀きっての中国通として知られており、LT貿易
の日本側代表を務めていた岡崎嘉平太氏の秘書として随行され、その後も北京に滞在・勤務され、国交回復後の日中間の動きに精通された方である。
　その後、尖閣の問題をはじめとする南沙、西沙問題などと同様、石油や天然ガスが有望視される中で、中国側から「中核的利益」と位置づけられながらも日本側の実効支配が続けられてきた。70年代初頭では、まだまだ日本と中国との経済力の格差が大きかったし、当時の中国はソ連との間で厳しく対立しており、日本の北方領土問題でも日本を支持する態度すら示していた時期である。今や、中国は日本を抜いて世界第2位の経済大国として存在感を高めるとともに、軍事力においても初めての航空母艦を擁するなど、着々とその力を誇示してきていた。さらに、ソ連崩壊後ロシアとの関係での緊張の度合いが低下し、アメリカの存在感が低下する中で相対的なパワーバランスを強めつつある。
□アメリカは尖閣問題でどう行動するだろうか
　われわれ日本が考えなければならないのは、尖閣に対する中国側の主張は何なのか、また、事態をこのまま推移すれば、やがては軍事的な衝突にまで至る危険性があるが、その場合に日本は対中国との冷徹な力関係に基づいた戦略分析ができているのか、アメリカは日米安保があるので日本に加担するのは当然と考えているのかどうか、といったところだろう。
　とくにアメリカとの関係をよく理解しておく必要がある。アメリカは、沖縄返還の際に尖閣諸島を含めて日本側に返還したのだが、それは領有権ではなく、施政権を返還したとしている。尖閣がどの国の領有権を持つのかについては中立的な立場に立っている。現に、パネッタ国防長官は先月来日した後中国を訪れ、「尖閣諸島をめぐる日本と中国の紛争には介入しない」と発言し、中立的な態度を中国側に明言している。それ故、口では尖閣諸島は日米安保の対象に含まれるとしているものの、領有権問題で対立して軍事的な衝突に至った場合、「自国の憲法上の規定及び手続きに従って」(日米安保条約第5条)対応するとされており、米議会の承認が得られなければ米軍は出動しないわけで、アメリカの置かれている現状からみると、現実的には中立的な態度をとる可能性が大きいとみておく必要がある。
　特に、アメリカは中国との経済的な関係は深まっており、貿易だけでなくアメリカ連邦債の購入比率でも日本より多くなっているだけに、成長著しい中国の方が日本よりも政治的・経済的重要性が高く、米中戦略対話も年々活発化してきていることを見ておく必要があろう。もはや、アジア太平洋における重要な存在は、日本ではなく中国になっているのだ。
□中国側の言い分にも耳を傾け、交渉を通じて「棚上げ」を
　他方、中国は、かつては尖閣については明の時代にまでさかのぼって領有権を主張してきていたが、最近では第二次世界大戦の終結に向けたカイロ宣言やポツダム宣言などから、日本の尖閣諸島については「中華民国」のものであり、日本には領有権はないと断定している。それだけに、今回の日本政府の国有化はどうしても認められない暴挙ということになり、強硬な姿勢を展開してきている。もちろん、日本政府は野田総理自身が尖閣諸島は我が国の領土であり、領土を断固として守ることを明言している。ただ、経団連の米倉会長が9月27日の会見で、尖閣諸島をめぐる野田政権の対応を次のように批判した。
　　「中国がこれほど問題視していることで、日本が問題ないというのは理解しがたい。民間の交渉なら通らない。あまりおっしゃってもらいたくない」
　これは、米倉会長が中国側の要人と会談しての発言であるが、他方で「問題解決の糸口を見つけた」と自信をのぞかせたとも報道されており、帰国後、ぜひとも野田総理に直言されるべきだろう。いったい米倉会長がどのような判断でこのような発言されているのか、不明なのだが、日本の国益も考えての発言であれば、早急に政府側にも伝えてしかるべきだろう。
ただ事ここに至っては、政治的にみてお互いに引き下がることができず、このままいくとチキンゲームにならざるを得ない。どうやってこれまでどおりに実効支配のもとでの棚上げに持っていけるのか、日中の英知が求められていると言えよう。
□尖閣問題と沖縄の普天間問題、オスプレイ配備問題
それにしても、石原東京都知事のアメリカでの尖閣購入発言から火がつけられ、日中間の深刻な関係にまで広がっていったわけだが、一体だれの「策略」でこのような展開が進められたのか、アメリカの軍産複合体の立場から見ると、尖閣も含めた領土問題に火をつけ、中国との対立をあおって恒久化することによってアメリカ国内の軍事費削減を阻止するとともに、同盟国の軍事力増強を進めさせることも考えたに違いない。日米関係を厳しく見る人の中には、オスプレイの普天間基地配備を進めやすくするための環境づくりを狙ったのではないか、と見る人すら出ている。いまやベストセラーである『戦後史の正体』を書かれた孫崎享氏の最新の著書『アメリカに潰された政治家たち』(9月29日小学館刊)は、背後にアメリカの存在を示唆されている。日本は今一度冷静に世界を見渡し、今後の世界戦略、とりわけ日米と日中の戦略方針を明確にしていく必要があるように思える。
それにしても、オスプレイの沖縄普天間基地への配備は、沖縄県民の方たちの怒りを買うことは間違いあるまい。森元防衛大臣の留任と田中真紀子文科大臣の人事が発令されたようでが、なんとも危うさを感じるのは小生だけであろうか。
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